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「ケアプランセンターばんり」 

指定居宅介護支援重要事項説明書 

 

１．居宅介護支援事業者（法人）の概要        

（１）名称・法人種別   株式会社ウェルフューチャーホールディングス ・営利法人 

（２）会社所在地   〒102-0093 東京都千代田区平河町 2丁目 16 番 6 号ｊｅＶビル 6階 

（３）電話番号        03-6256-8481 

（４）代表者氏名     代表取締役 藤本 紀世彦 

（５）設立年月       平成 19 年 9月 10 日 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    指定居宅介護支援事業所  

（２）事業の目的      株式会社ウェルフューチャーホールディングスが開設する指定居

宅介護支援事業所（以下「本事業所」という。）は、指定居宅介護

支援（委託による介護予防支援）の事業を行うものであり、居宅要

介護者が指定居宅サービスの適切な利用をする事ができるよう、当

該居宅要介護の依頼を受けて、居宅サービス計画を作成すると共

に、計画に基づく指定居宅サービスの提供が確保されるよう、連絡

調整、紹介等の便宜の提供を行い、もって地域住民の福祉の増進に

貢献することを目的とする。 

（３）事業所の名称     ケアプランセンターばんり 

令和 3年 11 月 1 日 指定      第２０７１７０１８４７号 

（４）事業所の所在地   長野県佐久市長土呂 793-12 

                 

（５）電話番号        0267-65-8080   

（６）事業所長（管理者）氏名  跡部 紀子 

（７）当事業所の運営方針 

本事業所は、次に掲げる基本方針にもとづき事業を運営する。                         

  １．要介護状態にある利用者が、どのような状態にある場合においても可能な限りそ 

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう 

に配慮する。 

  ２．利用者の心身の状況，その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、 

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から、総合的かつ効率的 

に提供されるよう配慮する。 

  ３．指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利 

用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービスが特定の種類又は特定 
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の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行うものとする。 

  ４．市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援従事者、介護保険施設等 

との連携に努めるものとする。 

  ５．従業者の教育研修を重視する。 

  ６．正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒まないものとする。 

（８）開設年月      令和 3年 11 月 1日 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  佐久市、小諸市、御代田町 

（２）営業日及び営業時間      

 

営業日 月～金  9 時～18 時 00分 

受付時間 月～金  9 時～18 時 00分  

サービス提供時間帯 月～金  9 時～18時 00 分  

※土曜日、日曜日、祝祭日は休業日とします。 

※24 時間連絡対応 

 

４．職員の体制 

 当事業所では、利用者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

職種 常勤   

計 

職務の内容 保有資格 

１．事業所長（管理

者）及び介護支援

専門員 

 

3（兼） 

  

 3

名 

・管理業務 

・計画書の作成 

・相談援助等 

                     

介護支援専門員 

介護福祉士 

 

 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、居宅介護支援として次のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から給付されま

すので、利用者の利用料負担はありません。 

（処遇改善加算の算定について） 

当事業所では、令和 8年 6月 1日より、介護保険制度に基づき処遇改善加算（Ⅰ）を算

定します。 本加算は、介護支援専門員等の処遇改善（賃金改善および職場環境の向上）

を目的とし、安定的かつ質の高いサービス提供体制の確保を図るものです。 なお、本加
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算は介護保険制度に基づき算定されるものであり、利用者の自己負担額に影響はありま

せん。 

 

（１）サービスの内容と利用料金（契約書第 3～6条、第 8条参照） 

＜サービスの内容＞ 

居宅サービス計画は、利用者の意向及び心身の状況等を踏まえ、以下の流れにより作成し

ます。（以下の図のとおり） 

 

① 介護支援専門員が計画作成を担当します。   

② 利用者に対し、複数のサービス事業者等の情報を提供し、選択を支援します。   

③ 利用者及びその家族の状況等を踏まえ、サービス計画の原案を作成します。   

④ 内容について説明し、同意を得たうえで決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜サービス利用料金＞   

居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定に基づいて、介護

保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代理受領）は、利用者の自

己負担はありません。 

但し、利用者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料金に相

当する給付を受領することができない場合は、下記のサービス利用料金の全額をいったん

お支払い下さい。 

・基本料金 

③介護支援専門員は、利用者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、契

約者に提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上で

の留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。 

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指定居

宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その種類、

内容、利用料等について利用者及びその家族等に対して説明し、利用者の同意を

得た上で決定するものとします。 

②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における複数の指定

居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に

利用者又はその家族等に対して提供して、利用者にサービスの選択を求め

ます。 

①事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当

させます。 
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料金表別表の通りとなります。 

   初回加算 

（ア）新規に居宅サービス計画を作成した場合 

（イ）要介護状態区分が 2段階以上変更となった場合 

    入院時情報連携加算 

（Ⅰ）病院または診療所に訪問し、当該病院または職員に対して当該利用者に係 

る必要な情報を提供していること。 

     （Ⅱ）（Ⅰ）以外の方法により当該病院または診療所の職員に対して当該利用者 

に係る必要な情報を提供していること。 

退院・退所加算については、算定回数に上限があります（原則 3回まで）。 

通院時情報連携加算 

 診察の場に同席し必要な情報を医師へ伝え医師から受けた情報をケアプランに

記録すること。 

※料金の詳細については別紙料金表をご参照ください。 

（２）利用料金のお支払い方法 

上記の費用は、１か月ごとに計算し、ご請求します。お支払い方法については相談の

うえ対応いたします。 

 

６．事業所の特色等 

（１）事業の目的 

  笑顔を絶やさず、地域とのかかわりに感謝し、失敗を恐れず、挑む心を忘れず、ともに

働く仲間と助け合い、ご利用者・ご家族の人生の一部になる重みを感じ、行動は自信を持

って、個々の感情を大切にし、あきらめることなく関わり続ける。 

  私たちは住み慣れた地域に絆を創造していきます。 

（２）運営方針 

  ①わたしたちは、ご利用者を尊敬し、その命を守り、責任を持って介護を行います。 

  ②わたしたちは、一人ひとりに「目配り・気配り・心配り」ができる個別ケアに真正面

から取り組んでいます。 

  ③わたしたちは、住み慣れた地域社会の中で、尊厳を保ちながら「自分が自分らしくあ

りのまま」に生活できるようにお手伝いします。 

  ④わたしたちは職員全員が「介護職人」だと自負し、より質と満足度が高いケアを目指

して取り組んでいます。 

  ⑤わたしたちは、「必要な時」に「必要な量」の介護サービスを「必要な地域」で提供

し、在宅生活をサポートします。 

  ⑥わたしたちは、誰もが安心して生活できる地域社会づくりに、草の根から貢献します。 

７．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 
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（２）介護支援専門員の交替（契約書第 7条参照） 

 ①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 

介護支援専門員を交替する場合は、利用者に対してサービス利用上の不利益が生じな

いよう十分に配慮するものとします。 

 ②利用者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上

不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介

護支援専門員の交替を申し出ることができます。ただし、利用者から特定の介護支援専

門員の指名はできません。 

 

８．苦情の受付について（契約書第 18条参照） 

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者）  

    ［職名］ 管理者 跡部 紀子              電話：0267-65-8080 

    ○受付時間   毎週月曜日～金曜日 9:00～18：00 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

佐久市役所 

介護保険担当課 

 

所在地 長野県佐久市中込 3056 

電話番号 0267-62-2111 

受付時間 平日 ８：３０～１７：３０ 

長野県社会福祉協議会 

相談窓口 

 

所在地 長野県長野市中御所岡田９８－１ 

電話番号 026-228-4244 

受付時間 平日 ８：３０～１７：３０ 

国民健康保険団体連合会 所在地 長野県長野市大字西長野字加茂北 143 番地 8 

電話番号 026-238-1580 

受付時間 平日 ８：３０～１７：３０ 

佐久市内 6事業所地域包括支援センター 

・中込地域包括支援センター      0267－64－1751 

・佐久平・浅間地域包括支援センター  0267－88－6281 

・岩村田・東地域包括支援センター   0267－67－6910 

・野沢地域包括支援センター      0267－63－8430 

・臼田地域包括支援センター       0267－81－5100 

・浅科・望月地域包括支援センター   0267―53－8801 

 

９．サービス提供における事業者の義務（契約書第 10条、第 12条参照） 

当事業所では、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①利用者に提供した居宅介護支援について記録を作成し、その完結の日から 2

年間保管するとともに、ご契約者または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写

物を交付します。 

②利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合その他利用者から申
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し出があった場合には、利用者に対し、直近の居宅サービス計画及びその実施

状況に関する書類を交付します。 

③事業者、介護支援専門員または従業員は、居宅介護支援を提供するうえで知

り得た利用者及びそのご家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩

しません。（守秘義務） 

 

１０.秘密保持等の体制及び個人情報に関する基本方針 

 (1)秘密保持等の体制 

  ①事業者及びその従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又は、利用者

の家族の秘密を洩らしません。 

  ②事業者は、従業者であった者が、正当な理由なく、業務上知り得た利用者、又は利用

者の家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じます。 

  ③事業者は、介護サービス事業者等との連携において、利用者の個人の情報を用いる場

合は利用者の同意を、利用者の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじ

め文書により得ることとします。 

 (2)個人情報に関する基本方針 

  事業者は、保有する利用者等の個人情報に関し、適正かつ適切な取り扱いをするとと 

もに、広く社会からの信頼を得る為に以下のルール及び体制を確立し、個人情報に関連す

る法令、その他関係法令及び厚生労働省のガイダンス（以下、「個人情報に関連する法令

等」という。）を遵守し、個人情報の保護を図ります。 

(3)個人情報の適切な取得・管理・利用・開示・委託 

 ①個人情報の取得にあたり、利用目的を明示した上で、必要な範囲の情報を取得し、利

用目的を通知または公表し、その範囲内で利用することとします。 

 ②個人情報の取得・利用・第三者提供にあたり、本人の同意を得ることとします。 

 ③事業者が委託する医療・介護関係事業者は、業務の委託にあたり、個人情報に関連す

る法令等の趣旨を理解し、それに沿った対応を行う事業者を選定し、かつ個人情報に

関わる契約を締結した上で情報提供し、委託先への適切な監督をすることとします。 

(4)個人情報の安全性確保の措置 

 ①事業者は、個人情報保護の取組みを全役職員等に周知徹底させるために、個人情報に

関する規則類を整備し、必要な教育を断続的に行なうこと。 

 ②個人情報へのアクセス、個人情報の漏洩、滅失、又は棄損の予防及び訂正のため、事

業所内において規則類を整備し安全対策に努めることとします。 

(5)個人情報の開示・訂正・更新・利用停止・削除・第三者提供の停止等への対応。 

  事業者は、本人が自己の個人情報について、開示・訂正・更新・利用停止・削除・第

三者提供の停止等の申し出がある場合には、速やかに対応することとします。 

(6)苦情の対応 

事業者は、個人情報取扱に関する苦情に対し、適切かつ迅速に対応することとします。 

(7)個人情報の利用目的 

  事業者が利用者及び、利用者の家族の個人情報を利用する目的は以下の通りとしま
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す。 

  ①居宅サービス計画作成にあたり、ケアカンファレンス、職員会議等の実施のため 

  ②指定居宅介護支援事業者、医療機関、介護サービス事業者、福祉事業者等との連携

（サービス担当者会議）、照会への回答のため  

  ③利用の有無、利用時の様子に関する利用者の家族等への心身状況説明のため 

  ④介護事故、緊急時等の対応及び報告のため 

  ⑤介護保険事務（請求処理、会計処理等） 

  ⑥損害賠償保険等に関わる保険会社等への相談または届出等 

  ⑦行政等外部監査機関、評価機関等への情報提供 

  ⑧上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

 

１１．事故発生時における対応方法 

事業者は指定居宅介護支援サービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速や

かに利用者家族に連絡を行うとともに、利用者に対して応急措置、医療機関への搬送等必

要な措置を講じます。発生した事故は記録に残し、内容によっては基準に基づき、指定権

者への報告を行います。 

また、賠償すべき事故が発生した場合に備え、損害保険に加入し速やかにその対応を行

います。但し、事業者に故意、過失がない場合はこの限りではありません。当該事故発生

につき利用者に重過失がある場合は、損害賠償の額を減額することができます。 

     ・加入損害保険会社名：  損保ジャパン 

     ・加入損害保険名  ：  ウォームハート 

 

１２．緊急時等における対応方法 

  サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、救急隊及び利用者の主治医、緊急事

態連絡先等へ連絡をします。 

 

１３．高齢者虐待防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発防止のために、次に掲げる

とおり必要な措置を講じます。 

  (1) 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、介護支援専門員その他の従業者に周知徹底します。 

  (2)  事業所における虐待の防止のための指針を整備します。 

  (3) 事業所において、介護支援専門員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に（年 1回以上）実施します。 

  (4) 上記各号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を定めます。 

     虐待防止法に関する担当者 管理者 
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１４．身体的拘束等について 

  (1)  事業者は、サービス提供にあたり身体的拘束等その他利用者の行動を制限する行

為を行いません。但し、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 (2)  前項の但し書きの規定に基づき身体的拘束等の行為を行った場合には、事業者は、

直ちに、その日時・態様・利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由、当該行

為が必要と判断した職員等及び当該行為を行った職員等の氏名その他必要な事項に

ついて、居宅介護支援経過記録等に記録します。 

 

１５.ハラスメント防止対策について 

 事業者は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築ける 

ようハラスメントの防止に向け取り組みます。 

  (1)事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相

当な範囲を超えるような下記の行為は組織として許容しません。 

     ①身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

       〈身体的暴力〉 

    ②個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

       〈精神的暴力〉 

    ③意に沿わない性的な言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

       〈セクシュアルハラスメント〉 

   上記の対象は、当該法人職員、取引先事業所の方、ご利用者及びその家族等となり

ます。 

 (2)ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止

会議などにより、同事案が発生しないための再発防止策を検討します。 

(3)職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。

また定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握

に努めます。 

(4)ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡・相談・環境

改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

１６.感染症対策（衛生）について 

（１）感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するととも

に、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

（２）必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

（３）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。

  

（４）従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施
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します。 

（５） 感染症の発生が疑われる場合には感染拡大防止のために事業所判断にて、検体採

取(COVID の抗原検査キットなど)や必要な措置を実施します。 

 

１７.業務継続計画（BCP 災害・感染症）について 

 （１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を

継続的に実施するための提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って

必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 

 

１８.暴力団の排除について 

(1)事業を運営する当該法人の役員及び指定居宅介護支援事業所の管理者その他の従

業者は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律

第 77号）第 2 条第 6項に規定する暴力団員をいう。次項において同じ。）ではありま

せん。 

(2)事業所は、その運営について、暴力団員の支配をうけません。 

 

１９.提供するサービス第三者評価の実施状況 

第三者評価の実施 無 評価機関名  

評価実施年月日 年    月     日  

評価結果の開示  開示方法  

 

２０．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までですが、

契約期間満了の２日前までにご利用者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更

に同じ条件で更新され、以後も同様となります。（契約書第 2条参照） 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができ

ますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了しま

す。（契約書第 13 条参照） 

①ご利用者が死亡した場合 

②要介護認定等により利用者の心身の状況が要支援又は自立と判定された場合 

③利用者が介護保険施設に入所した場合 

④事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉

鎖した場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥利用者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さ
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い。） 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

（１）利用者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 15条、第 16条参照） 

 契約の有効期間内であっても、利用者から利用契約を解約することができます。その

場合には、契約終了を希望する日の 7日前までに解約届出書をご提出ください。 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

① 事業者が作成した居宅サービス計画に同意できない場合 

② 事業者もしくは介護支援専門員が正当な理由なく本契約に定める居宅介護

支援を実施しない場合 

③ 事業者もしくは介護支援専門員が守秘義務に違反した場合 

④ 事業者もしくは介護支援専門員が故意又は過失により利用者の身体・財物・

信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事

情が認められる場合 

（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第 17 条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重

大な事情を生じさせた場合 

②利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他

の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行う

ことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業者は、指定居宅介護支援サービスの提供の開始に際し、重要事項説明書に基づいて、

指定居宅介護支援サービス内容及び重要事項の説明をしました。 

 

     年     月     日 

 

事業者     住  所 東京都千代田区平河町２丁目１６番６号 ｊｅＶビル６階 

        事業者名 株式会社ウェルフューチャーホールディングス 

         代表者名 代表取締役 藤本 紀世彦               ㊞ 

 

 説明者     事業所名 ケアプランセンターばんり  

 

説明者名                          ○印  
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私は、重要事項の説明に基づいて、指定居宅介護支援サービスの内容及び重要事項の説明

を受け、同意しました。 

 

     年     月     日 

 

利用者      住  所 

 

氏  名                         ㊞ 

 

代理人       住  所 

（又は、家族代表） 

         氏  名                         ㊞ 

                       （続柄：          ） 

 

※ この重要事項説明書は、厚生省令第 38 号（平成 11 年 3 月 31 日）第 4 条の規定に基づき、利

用申込者またはその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 

 

変更履歴 

令和 8年 6月 1日 処遇改善加算（Ⅰ）算定開始に伴う追記 

１３．高齢者虐待防止について追記 

１４．身体的拘束等について追記 

１６.感染症対策（衛生）について追記 

１７.業務継続計画（BCP 災害・感染症）について追記 


